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Ⅰ　はじめに

　若年層の非正規雇用化や卒業後無業が特に

1998年以降すすんでいる。しかし2003年から

2007年にかけては景気は回復傾向に向かい，新

卒者の就職状況も若干改善した。景気回復は，

不安定雇用に就いた若者の安定雇用への移行を

どの程度助けたのだろうか。これを検討するに

は，労働需給の月次の状況がわかる総務省『労

働力調査』を用いた分析が有効である。ただし

従来は『労働力調査』は学歴や過去履歴などの

重要な情報がわからなかった。しかし2002年１

月より『労働力特別調査』を統合したためこう

した情報が含まれるようになった１。本稿はこ

の質問紙変化を利用し，2003年以後の景気回

復が若者の安定雇用への移行をどの程度助けた

かを分析するものである。

　本稿の問題関心は，第１に景気回復によって

若者の安定雇用への移行が高まったのかどう

か。第２に，派遣社員や契約社員であることは，

パートやアルバイトであることに比べてその

後の１年間に正社員への移行を高めるのかどう

か。第３に，年齢が上がるほど正社員になりに

くいと指摘されるが，年齢が上がるほど，他の

条件が同じでも，観察できない個人属性から正

社員になりにくい者が残る可能性が高い。この

ようなセレクションの効果を考慮した上で，な

お年齢が上がるほど正社員に移行しにくいのか

どうか。第４は政府の若年者雇用対策の効果の

測定である。この第４の点はそもそも筆者らの

もっとも大きい関心であったが，得られたデー

タが限定されているため，第４番目の問題関心

として挙げるにとどめる。

これまでの研究は，正社員就職に対する学歴
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要　旨

本稿は，企業の採用意欲が低水準から回復に向かった2002年－2007年につい

て，総務省『労働力調査』の月次の個票データを用い，若者の安定雇用への移

行がすすんだかどうかを計測するものである。34歳までの男女をみると，多変

量解析の結果，学歴が高いほど，年齢が若いほど，またパート・アルバイトに

就いているよりは，派遣社員（特に高卒・短大卒女性）や契約社員等を含むそ

の他雇用（男性）に就いている方が，正規職に移行しやすい。また景気の影響

であるが卒業時の有効求人倍率が低いことは，特に大卒層の安定雇用参入に大

きい負の効果を長期に及ぼす。いったん非正規や無業者になった場合，その後

有効求人倍率が上がることは，正規職への移行を助けるもののその効果はかな

り限定されている。また労働需給や個人属性をコントロールすると，非正規雇

用や無業経験確率は年々上昇する傾向があることが見いだされた。政策の効果

として，若年人口にしめる県別のジョブカフェ利用者割合を推計に入れると，

地域が企業・個人・学校と連携する取り組みをすることは，若年男性の正規就

業化に対して弱いが正の効果を持つことが見出された。
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の正の効果や年齢の負の効果を示している（例

えば，黒澤・玄田（2001），西村（2006），伊

藤（2006），相澤・山田（2006），周（2008），
玄田（2008）など）。景気の影響を，地域別失

業率を用いて分析した先行研究は相澤・山田

（2006）である。1982年から2002年の『就業構

造基本調査』を使って非常雇から常雇への移行

確率に与える影響を計測した。５時点のすべて

で失業率が高い方が移行しにくいと計測された

ものの，有意なのは1987年，2002年にとどまっ

て い る ２。Esteban-Pretel，Nakajima and 

Tanaka（2009）は，2002年『就業構造基本調

査』を用いて卒業後の３年間を分析し，初職に

おいて非正規雇用に就くことと，無業（失業状

態）を続けることのどちらが将来の安定雇用に

つながっているのかを調べたが，学校卒業後無

業であっても非正規であっても長期でみれば移

行に有意な差がなく，初職に正規雇用に就けな

いデメリットが長く残るとした。本稿はその後

の景気回復期について，月次および地域別の有

効求人倍率を用いて景気回復が若者の移行に与

える効果を探る。

Ⅱ　景気変動と2002年度以後の新卒者の初職の
変化

　本稿の分析期間の開始期である2002年は失

業率が最悪の水準であった時期であり，その後

失業率は改善する。表１のとおり高卒新規卒業

者に対する求人倍率も2002年の1.32から2007年

の1.81に改善した時期である。

この間の新規卒業者の就業状況の変化をた

どってみよう。文部科学省『学校基本調査』

は，卒業時の進路未定者が2003年度の10％か

ら2007年度の５％に減少したことを示す。また

2007年の『就業構造基本調査』は，高卒18－

19歳（非在学者）の24％が普段の状態として卒

業後無業であったと示す。前者に比べ，後者の

値は大きいが，これは前者が年度末での学校か

らの統計，後者が秋口における世帯からの統計

だからであろう。では世帯統計で見て若者の就

業状況は，景気回復期にどう変化したのだろう

か。この点は，『労働力調査』を特別に集計し

てみることで明らかになる。

そこで新卒者の正規就業比率（月末週の状況

の年度平均）を学歴別に示したものが図１であ

る。高卒者は19歳，短大・高専卒者は21歳，大

学・大学院卒は１歳階級ではややサンプル数が

少ないことや浪人がいること等から23－24歳
を，新規卒業時の雇用状況を見るものと定義し

集計した３。在学者は除いてある。注目される

点は，ほぼ2003年度をボトムとして，2006年
度にかけて新卒者の正規職比率がわずかだが上

昇したこと，とはいえ学歴差は大きく，2002
年度時点では，高卒の新卒者の正規職就業は男

性が４割強，女性が３割強にすぎないことであ

る。2006年度には高卒男女とも４割をやや超

えるまでに回復したが，大卒の７割弱，短大卒

の６割弱と比べると大幅に低い。

表１　労働市場の需給状況の時系列変化

高卒新規卒業者
の職業紹介状況 失業率

求人倍率 男性 女性

2002 1.32 5.5 5.1
2003 1.27 5.5 4.9
2004 1.30 4.9 4.4
2005 1.46 4.6 4.2
2006 1.63 4.3 3.9
2007 1.81 3.9 3.7

出所）厚生労働省『新規学校卒業者の職業紹介状況』　　　　

　　　総務省『労働力調査』　　　　　　　　　　　　
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図２は，続いて新卒者に占める無業者の割合

を示したものである。高卒の場合，仕事をして

いない者の割合が，2002年度は新卒者の４割

という高さであった。しかし景気回復とともに

2006年度には３割強に下がった。仕事をしてい

ない者は，『労働力調査』の「非労働力」およ

び「失業」にあたる。短大・高専卒以上につい

ては，仕事を少しもしていない者の半数以上が

求職活動を調査週に行っていることから，「失

業」概念で無業者の過半数をとらえることがで

きるが，高卒者の場合は学校卒業後の無業割合

が３－４割と高いだけでなく，求職活動をして

いる者が４割弱と少なく「失業」概念では無業

者の半数もとらえられない。しかし図２が示す

ように，高卒新卒無業者は，景気が改善すれば

下落することから，非労働力は選択というより

図１　新卒者４に占める正規就業者の割合（年度平均）
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図２　新卒者に占める無業者の割合（年度平均）
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は，労働需要の結果という側面も大きい。そこ

で若年の無業者層については，「失業」に限定

せずに「無業者」も含めて注目することが雇用

問題を考える上で重要と思われる。

図３はパート・アルバイト就業者の割合であ

る。高卒女性は特に高く，2002－2004年度は４

人に１人を超える。また他の学歴層も10－15％
程度が卒業直後にそのような形で働いていた。

景気回復により，高卒女性の無業者割合が減っ

たことを図２から指摘したが，この期間に，か

わりに増えたのはパート・アルバイトという形

での就業である。

図４は，契約社員，派遣社員など新しい働き

方の広がりをみたものである。割合は低いが，

高学歴女性と，短大・高専卒男性に拡大してお

り，10－16％がこうした職業に初職から就い

図３　新卒者に占めるパート・アルバイト就業者の割合（年度平均）
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図４　新卒者に占める派遣・契約・嘱託・その他雇用の割合（年度平均）
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ている。また高卒層も水準は低いものの上昇傾

向が見られる。

　さて，このような新卒就職の状況は，これま

でとどのように異なるのだろうか。2007年の

『就業構造基本調査』より，25－34歳層と15－

24歳層の「初職」を比較すると，初職が正規職

であった者は男性の86％が71％に，女性の73％
が63％に下落したことが示されている。また国

立社会保障人口問題研究所『第12回出生動向

基本調査』（2002年）を用いた永瀬（2008）よ

り，初職が正規職の女性は，30歳以上は全体の

８割を占めたが，21－25歳層では５割強に下

落したと示されている。今回特別集計を行った

『労働力調査』の時系列データは，1998年以後

に加速した新卒者の就職困難が，2005年以後

の景気回復期に入り，小幅改善にとどまったこ

と，低学歴層と女性で雇用不安定化が大きかっ

たことを示している。

Ⅲ　卒業コホートに見る学卒後の雇用形態の変

化

　前節では，新卒直後に就く仕事の形態は，学

歴差が大きく，景気に影響されることが示され

た。しかし初職に不安定雇用についたとして

も，その後安定雇用に移行できるならば問題は

少ない。そこで『労働力調査』を用いて卒業コ

ホートで卒業後の経過年数による変化を見てみ

る。

図５は2002年度の卒業生の，その２－３年

後，４－５年後の正社員比率をみたものである。

たとえば卒業直後は，2002年度に18－19歳の

男性（2000－2001年度卒業者）の正規職比率

は４割にとどまっていたが，４－５年後には同

じコホート（22－23歳）の正規職比率は６割弱

にまで上昇している。大学・大学院卒者，短大・

高専卒者についても，男性の場合は，４－５年

後には15－20％程度の正規職比率の上昇が見

られる。なお，本稿のデータは，2002－2006
年度であるため，２歳階級でコホートを追える

のは，2002，2004，2006の３時点のみである。

卒業後６－７年と８－９年は，別の年長のコ

ホートとなるが（つまり1996－1997年卒業者

であり，たとえば高卒では2004年度に24－25
歳，2006年度に26－27歳，大卒は2004年度に

28－29歳，2006年度に30－31歳である），卒業

８－９年後には，大卒男性は，９割近く，短大・

高専卒男性は８割弱，高卒男性は６割強が正規

職に移行を終えている。

図５　卒業後の経過年数と正規職比率の変化
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しかし女性を見ると，図５より，安定雇用へ

の移行はきわめてゆるやかである。ここでは女

性は婚姻や出産により，自ら無業やパート・ア

ルバイトを選択する者もいることを勘案し，無

配偶者に限定して示した。これを見ると，卒

業直後は３割強であった高卒女性の正規職比率

は，４－５年後の同じコホートで４割強と小幅

に上昇している。一方大学・大学院卒女性，短

大・高専卒女性については，４－５年後を見て

も，卒業年以上の上昇が見られない。

図６は，調査週に「仕事を少しもしなかっ

た」者の割合が，卒業後どう変化するかを見た

ものである。卒業後の年数の経過とともに無

業にとどまる者は減少する。しかし高卒女性で

は，無配偶者に限定した場合にも，学卒後４－

５年たっても５人に１人が，調査週にひとつも

仕事をしていなかった。大卒・大学院卒女性で

は，卒業後何年か経過するうちに，仕事を少し

もしていない者がわずかながら増える傾向さえ

見られる。高学歴シングル女性は，卒業後年数

がたっても安定雇用への移行は男性ほど強くな

いことが示されている。

　総じて言えば，学卒後時間の経過とともに，

男性は正規職への移行が増え，仕事に就いてい

ない者もパート・アルバイトに就いている者も

減少する。女性は，無配偶者に限定した場合，

高卒者については正規職への移行は増える。ま

た短大・高専も就業者は増える傾向がある。し

かしながら，大学・大学院卒女性は，学卒時点

に比べてほとんど正規職への移行や就業率の上

昇が見られない点も，注目すべき点であろう。

Ⅳ　非正規・無業者の正規職への移行

１　就業形態間移動の状況

　非正規職に陥りがちである高卒について，

34歳以下の男女で，現職と前職の関係を見たも

のが表２，３である。男性の方が移動なし（現

職はあるが前職がなし）が多く，女性の方が移

動が多い。また男性の方が正規職間の移動が女

性よりも多い。しかしパート・アルバイトから

正規職へという移動も全体の３％，男女ともに

見られる。ただし全体に占めるパート･アルバ

イト比率は男性は８％，女性は15％であるの

で，同じ３％の移動が見られるということは，

男性の方が，倍くらいパート・アルバイトのス

トックに対して正規職に抜け出ている。また正

規職からパート・アルバイト，派遣，契約社員

等への移動は男性は２％，女性は５％程度見ら

れ，女性の方が正規職から非正規雇用への移動

が多い。

図６　卒業後経過年数と仕事に就かない者の変化
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２　計量分析の定式化　

表２，３は記述的な分析であったが，以後は

多変量解析によって，移動の要因について明ら

かにする。まずここでは計量分析の定式化を行

う。

就業形態移行は，不安定雇用（j）にある者

について，労働市場でオファーされている正規

職の仕事（s）からの効用（Is）が現在の効用

（Ij）よりも高い場合に（Is ＞－ I j），正規職の仕

事に応募する。さらに企業が当人を採用した場

合（H=1）に正規職移行（y1=1）が実現するも

のとする。当人にとって不安定雇用が提供する

効用が正規職就業よりも高い場合や，正規職の

仕事に応募したにもかかわらず企業に採用され

なかった場合には，移行は起きない。

Is i
*

js II ≥* Ij i　&　H i=1
　　　　　　　then y1i=1,
　　　　　　　otherwise y1i=0
　本稿では，過去履歴に関する情報を使い，調

査時点から過去１年間に非正規職（パート，ア

ルバイト，派遣社員，契約社員，嘱託，その他）

か無業の経験があった者を「不安定雇用者」と

する。

もし正規職における効用Isが，不安定雇用で

あることの効用を上回らなければ，個人は移行

しない。しかし図５，図６を見れば，男性や未

婚女性は卒業後の経過年数とともに正規職に移

行する傾向があるといえる。生計維持が必要で

ある者は，一般には安定雇用は不安定雇用より

も高い効用をもたらすものとして，安定雇用へ

の移行を望んでいると想定することにしよう。

一方，有配偶者については，家庭生活とのバラ

ンスで望んで無業となったり非正規という働き

方を選ぶ者もいるだろう（たとえば佐藤・小泉

（2009）など）。そこで女性については未婚者に

限定した上で，景気等の影響を明らかにする。

　ここでは，若年者の安定雇用への移行を検討

するために，分析対象は34歳以下の非在学者と

する。ただし，調査時点で非在学者であっても，

前年に学生であったサンプルもいるため，高卒

以下（ここからは以後文章中では高卒と呼ぶ）

の18－19歳，短大・高専卒の20－21歳，大学・

表２　高卒男性　34歳以下　前職と現職（現職がある者のみ）

前職

移動なし 正規職
パート・ア
ルバイト

派遣社員
その他雇

用者
会社役員 自営業主

自家営業
手伝い

計

現
職

正規職 69％  9％  3％  0％  0％  0％  0％  0％ 82％
パート 1％  0％  0％  0％  0％  0％  0％  0％ 2％
アルバイト 5％  1％  2％  0％  0％  0％  0％  0％ 8％
派遣社員 1％  0％  0％  0％  0％  0％  0％  0％ 2％
契約社員･嘱託 2％  1％  0％  0％  0％  0％  0％  0％ 4％
その他雇用 2％  0％  0％  0％  0％  0％  0％  0％ 2％
計 80％ 12％  6％  1％  1％  0％  0％  0％ 100％

注）小数点以下四捨五入をしているため足し合わせて計とは一致しない

表３　高卒女性　34歳以下　前職と現職（現職がある者のみ）

前職

移動なし 正規職
パート・ア
ルバイト

派遣社員
その他雇

用者
会社役員 自営業主

自家営業
手伝い

計

現
職

正規職 43％ 4％ 3％ 0％ 0％ 0％ 0％ 0％ 52％
パート 16％ 2％ 6％ 0％ 0％ 0％ 0％ 0％ 25％
アルバイト 7％ 1％ 4％ 0％ 0％ 0％ 0％ 0％ 13％
派遣社員 2％ 1％ 1％ 1％ 0％ 0％ 0％ 0％ 4％
契約社員･嘱託 3％ 1％ 1％ 0％ 0％ 0％ 0％ 0％ 5％
その他雇用 1％ 0％ 0％ 0％ 0％ 0％ 0％ 0％ 2％
計 73％ 9％ 15％ 2％ 1％ 0％ 0％ 0％ 100％

注）小数点以下四捨五入をしているため足し合わせて計とは一致しない
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大学院卒（以後文章中では大卒と呼ぶ）の22－

23歳をサンプルから除いた。さらに，正規職か

ら正規職への転職は本稿の分析目的ではないた

め，前職が正規職で正規職に移動したものも対

象から除いている。

期間はデータのある2002年１月から2007年

７月まで，67か月分を分析する。またジョブカ

フェの利用実績データは，2004年度から2006
年度までであるため，2004年４月から2007年

７月に限定した分析も合わせて行う。

　１年前に非正規・無業である者に限定して移

行分析することは，年齢が上がるほど少数者を

対象にしていくことになる。同じ学歴，年齢，

配偶状態，地域，学卒時の労働市場の状況で

あっても，一定の観察されない嗜好（たとえば

時間選択の自由度）や観察されない能力（たと

えばやる気）を持つ者が，非正規職や無業にと

どまっている可能性が高い。そこで，こうした

セレクションの問題を回避するために説明変数

に表れない個人特性を考慮した上で，正規職移

行の規定要因について，以下の２段階プロビッ

トで推定した。

1 1

2 2

1

2

1 2

1[ 0] (1)
1[ 0] (2)

~ (0,1)
~ (0,1)
( , )

i i i

i i i

y u
y u
u N
u N
corr u u ρ

= + >

= + >

=

x β
z γ

ここで（２）式は第１段階のセレクション式

で，zは説明変数の行ベクトル，γはパラメー

タの列ベクトルである。y2は非正規・無業経験

があった場合に１，そうでない場合は０をと

る。次に（１）式の推定では，非正規・無業を

経験したサンプル（y2=1）のみが用いられる。

xは説明変数の行ベクトル，βはパラメータの

列ベクトルである。y1は正規職についている場

合に１，そうでない場合に０をとる。（２）式

のzに含まれるが（１）式のxに含まれず，u1

と相関しないセレクションを識別する変数は学

校卒業時の有効求人倍率である。学卒時の有

効求人倍率は，卒業前年の４月，６月，８月の

有効求人倍率の平均値をとった５。一方，（１）

式のxに含まれるが，（２）式のzに含まれず，

u2と相関しない変数は，不安定雇用者が正規雇

用に移行した月の有効求人倍率である。移行を

果たしていない者については，調査月の有効求

人倍率とした。

その他の不安定雇用を経験することの説明変

数zとしては，人的資本の変数である学歴や年

齢を，また家庭責任などを表す変数として配偶

状態を，さらに経済状況や地域の労働需給を表

す変数として，年ダミーおよび地域ダミーを入

れた。

一方，不安定雇用のプールから正規職に移行

することのその他の説明変数x としては，人

的資本の変数として，学歴，非正規雇用におけ

る前職の種類（パート・アルバイト，派遣社員，

その他雇用など）６，および年ダミーを取り上

げた。年齢の係数は，正であれば経験を表す人

的資本の変数と見ることができる。一方，負で

あれば，年齢が上がることによる内部労働市場

への入口の狭まりととらえることができる。

ρは２つの選択の誤差項間の相関係数であ

る。非正規や無業経験は，zとして観察されず

誤差項としてとらえられる個人の性向，たと

えば仕事への取組意欲や自由な時間を持つこと

への好みに関わっている。このため，年齢が上

がってなお不安定雇用にとどまっている者は，

若い者と比べると，誤差項に含まれる観察され

ない個人特性（正社員に採用されにくい特性，

あるいは非正規を好む特性）について一定の傾

向がある者となることを考慮する必要がある。

以上から，推定に用いる対数尤度関数は次のよ

うに示される７。

11

22

01

ln ln ( , : ) ln ( , : ) ln{1 ( )}

ii

iiiii
SiSiSi

yy

L ρ ρ
∉∈∈

==

= Φ + Φ − + −Φ∑ ∑ ∑x β z γ x β z γ z γ

11

22

01

ln ln ( , : ) ln ( , : ) ln{1 ( )}

ii

iiiii
SiSiSi

yy

L ρ ρ
∉∈∈

==

= Φ + Φ − + −Φ∑ ∑ ∑x β z γ x β z γ z γ

ここでS はy2が１，つまりy1が観察された集

合である。Φ2は２変量標準正規分布関数，Φ
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は標準正規分布関数である。

３　若年者雇用対策とその効果

ここで，説明変数に組み入れる政策変数につ

いて述べておく。

若年雇用対策は喫緊の政策課題であり，政府

も取り組んできたが，その有効性について実証

分析が行われていない。最大の原因はデータの

不足である。誰にどのような雇用対策が届いて

いるのか実態把握の数値さえほとんどない。筆

者らは，若年雇用対策の利用実績データを月次

データとマッチさせ効果を測ることを目論で

データを探したが，ようやく入手できたのは，

ジョブカフェ利用者数の県別実績のみであっ

た。しかしこのきわめて重要な課題について，

限定された接近でも実施の意義ありと考え，県

別若年人口に占めるジョブカフェ利用者数を変

数として，変数の１つに含めることとした。 
　ジョブカフェという言葉の認知は比較的高い

が，実態の理解は低い。この事業は2003年「若

者自立・挑戦プラン」の目玉施策として，地域

の実情に合った若者の能力向上と就業促進をは

かるため，若年者が雇用関連サービスを一カ所

で受けられるようワンストップサービスセン

ターとして始まった８。都道府県がセンターを

設置し，厚生労働省または経済産業省が，委託

事業，場合によってはハローワークに併設とい

う形で予算を提供，カウンセリング，セミナー，

グループワークなどメニューを組み合わせて就

職につなげることを目した。事業運営は民間委

託によるものが多い。厚生労働省事業は全セン

ターが対象，経済産業省はモデル地域が対象で

ある。事業予算は毎年80－90億円で，その約

７割が経産省モデル事業である。経産省のモデ

ル事業の地域は公募され，ジョブカフェ評価委

員会９によれば，（１）若年雇用が厳しい（２）

若年雇用問題が産業活力に影響を与えている

（３）雇用対策，産業振興，教育が連携してい

る（４）特色ある事業である，などの基準に基

づいて，初年度は15県（26県応募の中）が選ば

れ，次年度は５県（14県応募の中）が追加され

た。

ジョブカフェの，のべ利用実績を県別若年人

口で基準化し月あたり利用人数（15－34歳人口

1000人あたり）として図示すると10，図７のと

おり，かなり地域差が見られる。初年度の利用

が若年者1000に対して８を超える県（青森，石

川，富山，愛媛，高知，島根，鳥取）を見れば，

その半数以上（青森，石川，愛媛，島根）がモ

デル地域に選定されている。また利用実績が全

国県平均を３年連続して超えた県は，モデル地

域に高く，モデル地域20県中10県に対して非モ

デル地域は，27県中２県（富山や鳥取）である。

さらに図のとおり県別特性には持続性がある。

モデル地域となって活動が活発化した面もあろ

うが，若年雇用対策に熱心な県がモデル地域に

選抜された側面もあるだろう。実際，ジョブカ

フェ評価委員会の資料では，地元と学校とを巻

き込んで機能を高めようというモデル地域の地

元発の積極的な取り組みが示されている11。得

られたデータは最善ではない。しかし一時接近

として分析に含めることにする。

Ⅴ　推定結果　

１　セレクション式の推定結果

　最初に，誰が非正規や無業に陥りやすいの

か，セレクションを示す（２）式の推定結果に

ついてみる。表４，５が2002－2007年を使った

推定結果，表６，７が2004年以降に限って推定

した結果である。各表の下半分が，非正規・無

業経験のしやすさの係数である。

　表の全サンプルの列は学歴全体の推計結果で

ある。学歴が低い方が，あるいは，若年層ほど，

非正規・無業となりやすいことが先行研究で指

摘されている。今回の推定でも，男女ともに学

歴と年齢の効果が見られた。ただし大学・大学

院と短大・高専とを比較すると，短大・高専の

ほうがやや非正規・無業を経験しにくい。また

配偶関係では，男性は有配偶離死別，未婚の順

で非正規・無業の経験確率が低く，正規職につ

いている確率が高いことがわかる。地域を見る

と，男性は北陸，東海，中国，南関東でやや低
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く，女性は北陸，東海，南関東，四国でやや低

い。

学校卒業前の就職活動期の有効求人倍率の高

さは，すべてのケースで不安定雇用経験を有意

に低める。太田・玄田（2007）は，日本にお

いては卒業時の労働市場の影響がその後の就

業状況に長く影響を与えると指摘しているが，

2002－2007を扱った本分析でも同様の傾向が

確認された。この負の係数は，特に大卒男女で

大きい。大卒ほど，卒業時の景気の影響を強く

受けるといえる。対象は卒業後10余年の者が含

まれるにもかかわらず，なお安定的に有意な効

果がみられることは，卒業時の景気の影響がそ

の後きわめて長期に及ぶことを示すものと考え

られる。

もう１つの大きい結果は，年ダミーの係数が

年々大きくなっていることである。有効求人倍

率等の変数を考慮した後に，若者が不安定雇用

に陥る確率が，年々上昇しているということを

示している。この傾向は，どの学歴でもおお

むね変わらない。若年層が不安定雇用に陥るの

は，景気の循環的な影響ではなく，労働市場の

構造変化がすすんでいる結果である可能性が高

い。

２　正規職への移行：全体の推定

　続いて，（１）式による正規職への移行確率

に関する男女別の推定結果についてみる。表の

左上部分の推計結果である。学歴の効果では，

男女とも学歴が高い方が正規職に移行しやす

く，年齢の効果を見ると，男女ともに年齢が若

いと正規職に移行しやすい。

職探しをしている時点の有効求人倍率は，男

女とも推定で有意ではないものの正であり，

2004－2007年に限定した推定では男女双方で

正に有意であった。しかし学歴別の結果をもみ

ると，有意でないケースも散見される。学卒時

の有効求人倍率が，全体，学歴別，いずれも安

定的な効果を示すのに対して，現在の有効求人

倍率の高さが正規化をすすめるかといえば，そ

の影響はかなり弱いといえよう。

ジョブカフェ利用率は，ジョブカフェ利用の

データがある2004－2007年に限定した推定（表

６，７）では，男性は正で有意となり，女性で

は有意ではない。したがって男性については，

ジョブカフェの利用が活発であるほど，正規職

への就職を促進すると言えそうである。

前職の効果は，無業者および過去３年の離

職回答がない者や自営業主をベースとしてい

図７　若年人口に占めるジョブカフェ延べ利用者数の割合（1000倍表示）
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る12。前職の効果として，前職派遣，前職その

他雇用（契約・嘱託等）と前職パート・アルバ

イトとに注目した。すると，パート・アルバイ

トに比べて，派遣やその他雇用の方が，正規職

に移行している。女性では，正規職の移行が

もっとも高かったのは前職派遣である。しかし

男性はその他雇用（契約・嘱託等）がもっとも

高く，派遣はその次である。　

年ダミーの効果を見てみよう。有効求人倍率

等を考慮した後では，男性の正規職への移行確

率は2002年をベースにするとさほどは高まっ

ていない。ただし2004年をベースにすると2006
年以降は移行確率が高くなっている。女性につ

いても同様である。2006年，2007年について

は，若者の安定雇用への移行は，有効求人倍率

考慮後もわずかに上昇する傾向が見られると言

える。

３　正規職への移行：学歴別推定

学歴によって，面している労働市場が異なる

だろう。そこで，移行に何が影響するかを学歴

別に検討する。

年齢の効果を見ると，男女ともに年齢が上が

るほど移行しにくいという効果はきわめて大き

く安定的である。２歳年齢が上がるごとに正社

員への移行確率は大きく下がる。観察されない

個人の嗜好の影響を考慮した上で，20歳代前

半から後半へ，さらに30歳代へと，年齢が上が

るほど，正社員への入口は急速に狭まる。

有効求人倍率の高さは，女性の高卒について

は移行確率に有意に正と推定されたが，他の学

歴では係数は小さく有意ではないケースが多

かった。卒業時の仕事探しの時期に，有効求人

倍率が高いことは，若年層の不安定雇用経験を

減らすが，しかしいったん労働市場に出た後に

ついては，有効求人倍率が多少高まっても安定

雇用への移行はどの学歴でも目立って進むわけ

ではない。

高卒男性については，年齢が若いこと，また

契約社員，嘱託社員など「その他雇用」の経験

が，ついで派遣社員の経験が，パートやアルバ

イトの経験に比べて正社員への移行を容易にす

る。一方，大卒男性については，契約社員，嘱

託社員など「その他雇用」の経験はパートやア

ルバイトの経験に比べて正社員への移行をやや

高めるものの係数は小さく，年齢の効果が大き

い13。また女性についても，派遣社員の経験が，

大卒女性を除くと正規職への移行を有意に高め

ることが安定的に示された。

このような学歴による差はなぜだろうか。

「派遣社員」や「契約・嘱託社員」などの非正

規雇用者は，フルタイムで働くことを望んでい

る点で「パート・アルバイト」と嗜好が異なる

かもしれない。しかし低学歴者に限って正の影

響が大きく出たので，そのような働き方，すな

わち男性は契約社員等の経験が，女性は派遣社

員の経験が特に低学歴者の人的資本を高めると

いう解釈も可能だろう14。

女性のケースで考えてみる。派遣社員の場

合，企業は派遣会社にマージンを支払う必要が

あるからパートやアルバイトより賃金は割高で

ある。したがって派遣社員を雇用するのは，雇

用契約を打ち切る権利と引きかえにやや高めの

賃金率を支払える企業である。厚生労働省『就

業形態の多様化に関する調査』（平成19年）に

よれば，事業所規模５－29人の女性雇用者に占

める派遣社員の割合は2.8％だが，300－499人
では10.3％，1000人以上では17.1％である。一

定以上の規模の事業所に雇用され事務等に従事

した経験が，高卒女性や短大・高専卒女性につ

いては一種の訓練として，その後の正社員への

採用に一定の評価を受ける可能性がある。一

方，大卒女性については，派遣社員の経験が正

社員への移行を有意には高めていない。大卒に

対してはおそらく企業は別の能力を期待してい

るのだろう。大卒女性にとってはるかに重要な

要素は移行時の年齢の若さである。
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表４　男性の推定結果（2002－2007年）
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表５　未婚女性の推定結果（2002－2007年）
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表６　男性の推定結果（2004－2007年）
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Ⅵ　結論

1　分析結果のまとめ
　本稿は，企業が採用意欲を回復しつつあっ

表７　未婚女性の推定結果（2004－2007年）

た2002－2007年の『労働力調査』個票を用い，

無業や非正規職に就いた若者が，正規職に移行

できるようになったかを分析した。



若年層は経済回復期に安定雇用に移行できたのか：前職およびジョブカフェ利用の影響（永瀬伸子・水落正明）42

その結果，何がわかったのだろうか。

まず，労働需要の影響だが，学校卒業時の有

効求人倍率が高いかどうかで，若者が安定雇用

に入れるかが大きく影響される。いったん社会

に出てからの有効求人倍率の上昇は，高卒女

性，短大・高専卒男性など，一部については移

行に有意という結果を得た。しかしすべての学

歴で有意というわけではない。だから2003年以

後の景気回復が若年層の安定雇用化をすすめた

かどうか，という点については，新卒者の安定

雇用への入口は広げたが，既卒者については，

その効果は弱かったと言わざるを得ない。

次に前職の効果である。女性の場合は，特に

高卒層や短大卒層については，パート・アルバ

イトに従事していることに比べて，派遣社員で

あることは，正規職への移行を高めている。こ

れはおそらく派遣社員経験が，高卒者や短大卒

者のスキルを上げるからだろう。しかしながら

大卒女性については有意な影響がなかったこと

も報告したい。また男性については，「その他

雇用」（具体的には契約社員や嘱託社員）とな

ることがもっとも正規職への移行確率を高め

る。

次は年齢の効果である。セレクション修正を

した上でも，年齢が上がるほど正規職になれな

いという効果は，きわめて大きく安定的であっ

た。若い時期でないと正規職への入口はどんど

ん狭まる。未婚女性は，男性以上に，年齢の効

果が大きく，学校卒業後の１－２年の移行がよ

り重要である。

最後にジョブカフェ政策の効果である。ジョ

ブカフェ事業が実施された2004－2007年に限

定して効果を見ると，係数はさほど大きくはな

いが，男性では全体および学歴別でいずれにお

いても有意に正であった。一方，女性について

は有意ではなかった。地域で若者の就職への熱

心な取り組みが行われ，より多くの若者が職業

相談施設に来所することは，男性については一

定の効果がある可能性を示したと思われる。た

だしジョブ・カフェのデータは年次の県別の延

べ訪問者数が若者に占める割合という大まかな

データであり，より精緻なデータによる追認が

望まれる。

思いがけないが重要な結果として，景気回復

期であったにもかかわらず，学校卒業時の有効

求人倍率等の影響を取り除くと，年々，非正

規・失業経験をする若者が高まっていることが

示されたことがある。つまり若年層の雇用の不

安定化は構造的にすすんでいる。

最後に政策的な示唆を述べる。

第１に2004－2007年の景気回復期にさえ，

トレンドとして，非正規雇用・無業経験が増え

続けていることが見出された。したがって，非

正規雇用を「非正規」ではなく「通常の労働者」

として位置づけ，雇用保険，被用者年金，育児

休業など，被用者のための安全ネットの仕組み

の見直し，企業の労使の賃金決定の在り方の見

直し，労働組合の構成員の見直しを行うのが急

務である。

第２には，学校卒業時の労働需給が悪いとし

ても，その影響が長びかない雇用慣行をつくる

ことの必要性である。正規雇用への入口が学校

卒業時以降大きく狭まらないようにするために

は，初職で正規職に就く者の雇用保障を守り過

ぎないことによって，正規職採用の負担を下げ

る道筋も必要かもしれない。また新卒採用，同

期入社を基準としてモデル賃金を考える賃金慣

行を再考し，職や仕事経験の評価を増やしてい

く必要がある。

第３には，男性は，前職で契約社員，嘱託で

あった者，女性は前職で派遣社員であった者

が，前職でパートやアルバイトであった者より

も，特に低学歴層については，正規職への移行

を有意に高めていることである。このことから

低学歴層については，このようなフルタイムの

非正規雇用経験が安定雇用への移行の橋渡しに

なる可能性がある。

第４に，非正規雇用者が，家族形成年齢に広

がってきていおり，そのトレンドが止まってい

ない。従来，子どもの生育費は企業の年功的な

賃金処遇の中でカバーされたのだろうが，今

後，低所得層については，社会保障や税額控除
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等を通じた社会的な手当として充当することが

必要であることが示唆される。育児休業や育児

休業給付の権利を非正規雇用者を含めて拡充す

ることも必要であろう。

謝辞

　本稿は総務省統計研修所客員教官（2008－

2009年）としてまとめたペーパーの一部を論

文としたものである。総務省統計研修所研究官

室の皆様には誠にお世話になった。また日本経

済学会において玄田有史氏より有益なコメント

をいただいた。心より御礼申し上げる。なお本

稿に含まれる誤りは筆者ら２人によるものであ

る。

参考文献

相澤直貴・山田篤裕（2006）「常用・非常用雇用間の移

動分析―『就業構造基本調査』に基づく５時点間比

較分析―」総務省統計研修所リサーチペーパー第６

号．

伊藤伸介（2006）「若年層の雇用状況と就業形態にかん

する実証分析―『就業構造基本調査』のミクロデー

タをもとにして―」『統計学』Vol.91, pp.19-29.

太田聰一・照山博司（2003）「第５章 労働力フローデー

タによる就業および失業の分析」『経済分析』第168号, 

pp.125-189.

太田聰一・玄田有史（2007）「失業率上昇がもたらす若

年就業への持続的影響について―労働市場の世代効

果に関する再検証―」総務省統計研修所リサーチペー

パー第８号.

黒澤昌子・玄田有史（2001）「学校から職場へ―「七・

五・三」転職の背景」『日本労働研究雑誌』No.490, 

pp.4-18.

玄田有史（2008）「前職が非正社員だった離職者の正社

員への移行について」『日本労働研究雑誌』No.580, 

pp.61-77.

佐藤博樹・小泉静子（2009）『不安定雇用という虚像　

パート・フリーター・派遣の実像』勁草書房.

周燕飛（2008）「若年就業者の非正規化とその背景：

1994－2003年」『日本経済研究』No.59, pp.83-103.

政策評価・独立行政法人評価委員会（2008） 『平成19年

度の政策評価の重要対象分野の評価結果等について

（答申）』総務省　平成20年11月．

永瀬伸子（2008）「女性の就業をめぐる状況：90年代後

半の雇用流動化と規制改革はどう女性労働を変えて

いるのか？」宮本みち子・船橋恵子編『雇用流動化

の中の家族』ミネルヴァ書房，pp.55-76.

永瀬伸子・水落正明（2009）「若者は経済回復期に安定

雇用に移行できたのか」総務省統計研修所リサーチ

ペーパー　17号　1-50頁。

西村幸満（2006）「若年の非正規就業と格差―都市規模

間格差，学歴間格差，階層間格差の再検証―」『季刊

社会保障研究』Vol.42, No.2, pp.137-148.

Abe, M and Ohta, S. (2001) “Fluctuations in 

Unemployment and Industry Labor Markets ”, 

Journal of the Japanese and International Econo-

mies, Vol.15, pp.437-464.

Esteban-Pretel, J., R.Nakajima and R.Tanaka (2009)
“Are Contingent Jobs Dead Ends or Stepping 

Stones to Regular Jobs? Evidence from a 

Structural Estimation ” RIETI Discussion Paper 

Series 09-E -002.

Van de Ven, W. P. M. M. and B. M. S. Van Pragg 

(1981) “The Demand for Deductibles in Private 

Health Insurance: A Probit Model with Sample 

Selection ”, Journal of Econometrics , Vol.17, 

pp.229-252.

注

１  他に分析可能な統計としては，総務省『就業構造

基本調査』があるが，これは５年に１度であり，毎

年の雇用情勢をとらえることはできない。厚生労働

省による平成17年『企業における若年者雇用実態調

査』は企業調査のみという限定があり，個人対象の

『若年者就業実態調査』は平成９年実施が最後であり，

かつ無業者や失業者は調査対象ではない。

２　 こうしたマクロ経済の影響については，黒澤・玄

田（2001）も「若年者就業実態調査」（労働省，1997

年）を使って，学卒後の常用雇用確率などを推定し，

学卒前の失業率の高さは常用雇用確率を下げている

ことを明らかにしている。

３　 新卒者と呼ぶにはやや幅が広く，卒業直後の状況

というべきかもしれないが新卒の方が馴染みある言

葉のためここではこの呼び方を用いた。１歳から２

歳階級に限定した場合のサンプル数は，各年度あた

り男女でそれぞれ高卒400－600，短大・高専卒100前

後と300前後，大卒600－700である。図は集計乗率を
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かけたものである。

４  在学中でない学卒者について，高卒は19歳，短大

卒は21歳，大卒は23－24歳を新規学卒者とみなし，

その就業状況について，全体を分母に，就業状況を

分子として表した。以下図２から４も同じ。

５  有効求人倍率は「一般職業紹介状況」（厚生労働省）

のものを，該当する月ごとに県別であてはめた上で，

変数として作成している。

６  パート，アルバイト，派遣社員，契約社員の経験

は，時間への嗜好や能力をすでに表しているかもし

れないが，ここでは企業からの採用されやすさにつ

ながる仕事の経験として移行しやすさの説明変数と

した。

７  Van de Ven and Van Pragg（1981）などを参照。

８  厚生労働省に「政策評価に関する有識者会議」第

12回会議（08年７月30日）議事録の担当部局の説明

による表現。

９  経済産業省「ジョブカフェ評価委員会」第１回か

ら第12回資料より（2004年４月から2008年３月）。モ

デル事業については，外部評価者に対して一定の客

観的資料が提示され，その議論概要と統計資料が

ホームページ上で公開されている。

10  本稿執筆時点で，ジョブカフェの年度利用人数（累

積）に関するデータは，都道府県別に2005年３月，

2006年３月，2007年３月の３時点について利用可能

であった。また，各都道府県のジョブカフェは設立

年月が異なっている。そこで，それぞれの時点まで

の都道府県別の月当たりジョブカフェ利用率（15－

34歳人口1000人あたり）を都道府県別に計算して分

析に用いている。後で行う推定でのデータのあては

めについては，設立前のサンプルについてはゼロ，

設立時―2005年３月のサンプルについては2005年

３月時点のもの，2005年４月－2006年３月のサンプ

ルについては2006年３月時点のもの，2006年４月－

2007年８月のサンプルについては2007年３月時点の

ものをあてている。のべの人数しかわからないこと

は，利用の活発さの指標とはなるものの，データの

限界である。

11  ジョブカフェ評価委員会第３回資料（平成16年）

によれば，利用が多い県の取り組みは次のように紹

介されている。青森（県職員を総動員して求人開拓

のために企業訪問を実施する特徴。県内全域の学校

に講師を派遣しジョブカフェ体験を実施しジョブカ

フェをPR。高卒未就業者にハローワークからダイ

レクトメールを出しジョブカフェ利用を呼びかけ，

ジョブカフェの県内設置場所は３カ所と多い），石川

（産業界と連携し仮想OJT等によりものづくりを復

興。ジョブカフェの県内設置場所２カ所），愛媛（商

店街や若者NPOと連携し地域一体となって運営する

という特徴。知事がCMに地元ロックバンドとともに

出演しジョブカフェをPRしたことが話題に），島根

（地元産業への定着のため各層別にきめ細かくカウ

ンセリングを実施する特徴。学校，クラス単位での

講座の実施等，ジョブカフェの利用を促進。就職を

希望する県内の高校生全員に職場体験とインターン

シップを実施予定）。以上より，学校や企業を巻き込

むべく，かなり熱心な取り組みをしている地域と言

える。

12  前職をやめた時期が３年以上前だと前職の雇用形

態の回答がないため，ベースは雑多な者の集合であ

る。そのため，ベースとの比較の解釈は難しく，こ

こでは前職間の比較の解釈とする。

13  正社員への移行については，同じ企業の中で採用

されている雇用形態の変化を通じた移行と，別企業

への就職を通じた移行が考え得る。『労働力調査特定

調査票』は，同じ企業内の就業形態変化は，報告さ

れていない可能性が高い。一方派遣社員が派遣先に

採用されるような，給料の支払い先が変化するよう

な移動は回答されていると思われる。

14  前職の影響を見た論文は少ないが，玄田（2008）は，

前職アルバイトに対して，前職契約・嘱託・その他

雇用は有意に正社員の移行を上げると本稿と同じ結

果を示している。ただし玄田の分析対象は，非正規

からの離職者に限定され，年齢は60歳以上を含んだ

全年齢が対象である。このため離職後無業になる者

が半数をしめるなど，本稿とは対象がかなり異なる

ため直接比較可能ではない。 
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Temporary to Permanent Employment, the Effect of Economic Recovery, the Previous 

Work Experiences and the Local Placement Office to the Youth Employment in Japan

Nobuko Nagase 

Masaaki Mizuochi

The purpose of this paper is to examine different factors that promote transition to 

permanent employment by gender and by educational groups while taking account of 

regional labor demand, using the micro data of monthly Labor Force Survey 2002 to 
2007 when economy was on the path of recovery.  Though Japanese firms are known 

for long term employment practices, following the financial crisis of 1997 to 1998, firms 

increased termed and temporary employment in place of long term employees, resulting in 

a significant decline in youth with employment contract without termination, or Seishain. 

Our main findings show that a low job demand at one's school graduation, represented 

by monthly prefectural job openings to job seekers ratio, significantly decreases the 

probability of getting a Seishain job. This effect was found to be strong and lasting. 

For those in a pool of precarious employment, economic upturn, again represented by 

monthly prefectural job openings to job seekers ratio, does have positive effect on the 

youth's transition to permanent employment, but only to a smaller degree. Age has a large 

negative effect on transition to stable employment, while education has a positive effect. 

Among precarious employment, more women in temporary dispatch are found to make 

transition to permanent employment as compared to part-time and arubaito, while for men, 

those in termed full-time employment did the best. The Government is taking measures 

for improved job placement of the youth. Among arrays of measures, “job caffe ” is one of 

the core measures, creating prefectural one-stop job seeking center for youth implemented 

from 2004 to 2006, with 20 “model prefectures” among 47 prefectures initiating variety of 
activities. By making figures as to the percentage of average visit to “job caffe ” of youth 

in age group of 15 to 34 by prefectures, and adding this variable in the transition equation, 
we found that active prefectural “job caffe ” activities have small positive sign in transition 

to permanent employment for most educational group of males. 




